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はじめに 

 

中国地方は、瀬戸内海側と日本海側とそれぞれ自然条件、社会・経済条件の異なった場所に立

地しています。瀬戸内海沿岸地域は海運の優位性を活かし、基幹的な鉄鋼、造船、化学、機械な

どの一大集積地として我が国の高度成長を支えてきました。日本海側の港湾は、砂・砂利、石

油、木材などの建設資材やエネルギーの供給拠点として地域経済を支えていました。21 世紀も

20 年が過ぎようとしている中、産業の担い手不足、災害リスクの増大、社会インフラの老朽化・

陳腐化など我が国を取り巻く時代の潮流が大きく転換しつつある中にあって、対岸諸国の著しい

経済発展を取り込むことや他の地域との交流人口を増大させるという視点が重要になっていま

す。 

また、陸上交通に関しては、高速交通ネットワークの進展により、日本海側と太平洋側地域が

直結し、中四国地域間の接近性・連結性が本格的に高まる時代となってきています。 

このような中、企業間の連携による大型船を活用した効率的な海上輸送網の形成を目的とした

国際バルク戦略港湾政策の推進により、基幹産業の競争力強化を図ります。また、ふ頭再編事業

等の港湾整備を推進し、国内の産業競争力を向上させるとともに、個性ある地域づくりの一環と

して、みなとオアシスの指定やクルーズ船の受け入れによる交流人口を増大させることや沿岸地

域の環境保全に貢献することなど、中国地方のさらなる発展を図る拠点として期待されていま

す。 

中国地方整備局においては、国際競争力の強化、国民生活の質の向上と安全の確保に資する港

湾整備事業を進めるにあたって、持続的に技術開発を進めることが求められています。 

このような状況を踏まえ、本省港湾局において、平成 28 年度からおおむね 7 カ年で取り組む

行動計画を策定されており、中国地方整備局港湾空港部においては、「中国地方の港湾の技術開

発にかかる行動計画」として、中国地方の港湾の発展を実現するために必要な港湾の技術開発の

方向性と推進方策をとりまとめたもので、令和 4 年度までに取り組む行動計画として策定したも

のです。 

 

国土交通省 中国地方整備局 

広島港湾空港技術調査事務所 
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１．本計画の趣旨と位置づけ 

中国地方の港湾・空港におけるプロジェクトは、港湾 16 事業（予防保全事業含む）、空港 3

事業、海岸 1 事業の合計 20 事業が直轄事業として実施中です。（令和元年度現在） 

この事業は、防災・減災、国土強靱化のための緊急対策に位置づけされた事業、国際バルク戦

略港湾政策に基づく事業、ふ頭再編事業等、地域経済にとって重要な事業となっています。 

一方、我が国が人口減少時代を迎える中で持続的かつ力強い経済成長を実現するためには、労

働者の減少を上回る生産性の向上が必要です。 

こうした状況を踏まえ、事業実施上の課題に対して、効率的・効果的な技術開発を行って事業

の円滑な実施を図るため、技術面からの行動計画として位置づけられるものです。 

 

２．本計画の構成と取り組み内容 

港湾局策定の「港湾の技術開発にかかる行動計画」では、５つの重点技術開発分野が設定され

ています。中国地方においても５つの重点技術開発分野を対象に技術開発を推進して行きます。 

  Ⅰ．「国民の安全・安心の確保」の 

ための技術開発 

（１）地震災害の軽減 

（２）津波災害の軽減 

（３）高潮・高波災害の軽減 

（４）発災後の早期復旧 

（５）港湾における保安・安全対策 

Ⅱ．産業の国際競争力と国民生活を支える

ための技術 

（１）国際コンテナ戦略港湾等の機能強化 

（２）効率的な国際物流体系の構築 

（３）需要予測や政策評価のための技術 

（４）物流の将来の動向を見据えた新技術 

 

 

Ⅲ.「ストック型社会に対応した効率的･ 

効果的な事業の実施」のための技術開発 

（１）インフラのライフサイクルマネジメント 

（２）建設副産物等の有効活用 

（３）効率的・効果的な施工等の実施 

Ⅳ．「海洋立国の実現に向けた海洋政策
の推進」のための技術開発 
（１）特定離島等における円滑な港湾利用 

（２）海洋の開発を支援するインフラ技術 

Ⅴ．「良好な港湾環境の形成」のための
技術開発 
（１）沿岸生態系の形成と活用 

（２）海域地形の保全 

（３）海上流出油等への対応の安全・安心の確保 

のための技術 
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３．中国地方の港湾整備における技術開発課題 

 

 

 

 

  

Ⅰ：「国民の安全・安心の確保」のための技術開発 

Ⅱ： 産業の国際競争力と国民生活を支えるための技術 

Ⅲ：「ストック型社会に対応した効率的･効果的な事業の実施」のための技術開発 

Ⅳ：「海洋立国の実現に向けた海洋政策の推進」のための技術開発 

Ⅴ：「良好な港湾環境の形成」のための技術開発 

港湾名 整備中の施設 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 技術開発の課題

静穏渡向上、埋没対策、

再生可能エネルギー

境港 岸壁、防波堤 ● 静穏渡向上

浜田港 防波堤、岸壁（予防保全） ● ● ●
静穏渡向上、既存施設の改良、

再生可能エネルギー

宇野港 －

水島港 岸壁、航路・泊地等 ● ● ●
大水深施工、既存施設の改良、

環境修復

広島港 岸壁 ● ● 既存施設の改良

広島港海岸 護岸 ● 高潮対策

呉港 岸壁（予防保全） ● 既存施設の改良

福山港
岸壁（－12M）、

岸壁（－10M）等
● ● 大水深施工、既存施設の改良

尾道糸崎港 航路（－12M）等 ● ● 埋没対策、干潟造成

おんど2000 海上漂流物の回収 ●
次世代型清掃船の建造、

漂流物予測システム

徳山下松港 岸壁（－19M）等、航路等 ● ● 大水深施工、干潟造成

宇部港 航路（－13M）等 ● ● 大水深施工、埋没対策（浅堤等）

岩国港 臨港道路 ● ● 既存施設の改良

油谷港 防波堤 ● 静穏渡確保

鳥取港 防波堤 ● ●
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４． 技術開発の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

①地域の発展と人々の交流を支える「みなと」づくり。 

②集中する臨海産業・物流と人流を支える「みなと」づくり。 

③災害に強く、環境に優しい港湾・空港を目指す。 

中国地方の港湾の技術開発にかかる行動計画 

～技術で開く明日へのプロジェクト～ 

 
Ⅰ．「国民の安全・安心の確保」の 

ための技術開発 
・災害対応への技術支援 

（救援物資の円滑な積込・迅速な航路啓開） 

・高潮・高波災害の軽減技術の研究 

・偶発波浪に対する防波堤の予防保全対策の研究 

Ⅱ．産業の国際競争力と国民生活を支える

ための技術 
・既存施設の改良・更新技術の研究 

・効率的・効果的な施工等の実施 

（i-Construction の推進） 

 

 

Ⅲ.「ストック型社会に対応した効率的･ 

効果的な事業の実施」のための技術開発 

・浚渫土砂の有効活用及び埋没検討手法の開発 

・建設副産物等の有効活用の研究 

・既存施設の改良・更新技術の研究 

・効率的・効果的な施工等の実施 

（i-Construction の推進） 

Ⅳ．「海洋立国の実現に向けた海洋政策
の推進」のための技術開発 

・大水深における施工技術の研究 

・海洋の開発を支援するインフラ技術の研究

（再生可能エネルギー） 

Ⅴ．「良好な港湾環境の形成」のための
技術開発 
・沿岸生態系の形成と活用の研究（干潟造成） 

・海上流出油等の対応の研究 

（ゴミの漂流予測システム等の開発） 
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テーマ：軟弱地盤の克服 
  ➡ 浚渫土砂等を活用したコスト縮減潜堤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題 効果 

重点分野 

Ⅲ.「ｽﾄｯｸ型社会に対応した効率的･効果的な事業の実施」のための技術開発 

・比較的遠浅な場所に立地する中国

地方瀬戸内海側の港湾では、船舶

大型化に対応するために、航路・

泊地の整備が必要不可欠です。 

・航路・泊地の整備には、大量の浚

渫土砂が発生するため、処分場の

確保が困難となっています。 

・軟弱地盤上における「従来型の潜

堤」は、地盤改良が必要となり、

工事期間と工費が多大となってい

ます。 

・浚渫土砂のリサイクル材を構成材

料とし、土留堤の基礎部の大規模

地盤改良が不要となる経済的な

「新たな潜堤」の構造の研究開発

を目指します。 

従来の潜堤 
（地盤改良を実施） 

図 浚渫土砂を活用したコスト縮減潜堤のイメージ 
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テーマ：航路・泊地整備で発生する浚渫土砂の 
処分問題解消とコスト削減 

   ➡ 浚渫土砂等の有効活用による環境改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 浚渫土砂の有効活用のイメージ 

  

重点分野 

Ⅲ.「ｽﾄｯｸ型社会に対応した効率的･効果的な事業の実施」のための技術開発 

課題 効果 

・浚渫土砂の処分場の確保が難しく

なっています。 

・瀬戸内海には高度成長期の「海砂

採取跡地」が現存し、当時の自然

環境が変化してしまった場所が実

在しています。 

 

・自然由来の材料を新たに調達する

ことがないよう、港湾事業で発生

する浚渫土砂を海砂利採取跡の埋

め戻し材として有効活用すること

により、海底地形の修復をしま

す。 
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テーマ：自然の力を活用したエネルギーの創出 
 ➡ 再生可能エネルギーの利活用を推進する技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重点分野 

Ⅳ．「海洋立国の実現に向けた海洋政策の推進」のための技術開発 

課題 効果 

・日本のエネルギー供給は海外から

の資源輸入に大きく依存してお

り、世界的な化石燃料資源枯渇の

リスク、世界情勢に左右されるリ

スクにさらされています。 

・中国管内の日本海側港湾の特徴と

して、冬季風浪の影響で高波浪が

頻繁に発生する傾向にあります。 

 

 

 

 

・日本海側で発生する季節風を利用

し、波力発電システムを開発する

ことにより、自然由来の無尽蔵な

エネルギーを得ることができま

す。 

・発電した電力を港湾内で有効活用

することにより、地産地消のエネ

ルギー供給・消費システムの構築

が可能となります。 

図 再生可能エネルギー利活用のイメージ 
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テーマ：ゴミ漂流物の効率的な回収 
  ➡ 海面清掃船による効率的なゴミ等回収技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標 

Ⅴ．「良好な港湾環境の形成」のための技術開発 

課題 効果 

・2018 年西日本豪雨など、近年は豪

雨災害が激甚化し、大量の流出土

砂や木材、一般ごみ等が河川を流

下して海域に流出・拡散しまし

た。 

・従来の漂流ゴミ回収は「船長の経

験」に委ねる部分が多く、効率的

な回収には長い経験年数が必要で

す。 

・誰でも効率的なゴミ回収が可能と

なるよう、高精度なゴミ漂流予測

システムを新たに構築し、海面清

掃船とのリアルタイムかつシーム

レスな情報共有を図ることが可能

となります。 

・漂流ゴミの早期かつ効率的な回収

を行うことは、船舶航行の安全を

確保し、海域環境の保全や共生に

繋がります。 

図 海面清掃船による効率的なごみ等回収のイメージ 



 

 

8 

５． 技術開発の推進に向けて 

①広島港湾空港技術調査事務所の役割 

・中国地方整備局管内の港湾及び空港に関する技術支援 

・各事務所との合意形成を図りながら適正な施設設計を実施 

・国総研、港空研や大学等と連携した技術的な研究、その成果を活かした技 術支援 

・港湾をフィールドとした技術開発における民間技術との連携 
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②民間等技術の活用 

・民間等に対する技術開発の促進体系 

技術開発主体 技術開発の過程 技術の活用 

 

 

 

民間企業 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発

法人と民間等

との共同 

 

国と民間等と

の共同 

 

 

 

 

 

 

 

国 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 

 

 

 

 

工 

 

 

 

 

事 

 

  

民間工事等における

実績づくり 

民間技術の実証試験

場所の提供 

（昭和 52 年度より旧港湾

技術研究所にて実施） 

（平成元年度より実施） 

（昭和 52 年度より旧港湾

技術研究所にて実施） 

（平成元年度より実施） 

（昭和 45 年度より実施） 

国独自の技術開発の実証 

国独自の技術開発 

国独自の技術開発 

国立研究法人港湾空港技術

研究所と民間等の共同研究 

地方整備局と民間等の共同

の技術開発 

国土技術政策総合研究所と

民間等の共同研究 

（昭和 62 年度より実施） 

（再掲） 

民間独自の 

実績つくり 

実海域実験場

提供システム

民間独自の実

績つくり 補助・融資・

税の優遇 

共同研究制度 

共同技術開発

制度 

開発試験 

その他 

新技術実証試

験 

共同研究制度 
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・新技術情報提供システム（NETIS） 

有用な新技術の活用促進と技術のスパイラルアップを目的として、国土交通省で

は、平成 18 年より、事後評価に重点を置いた「公共工事等における新技術活用システ

ム（NETIS）」を運用しています。 

NETIS に登録された新技術は以下の 5 つの方式により活用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（(1)～(2)の方式は平成 18 年より、(5)の方式は、平成 26 年より運用開始） 

民間事業者により開発された有用な
新技術を公共工事等において積極的
に活用していくためのシステムで
す。 

新技術情報提供システム（NETIS）
を中核とする新技術情報の収集と共
有化、直轄工事等での活用導入の手
続き、効果の検証・評価・さらなる
改良と技術開発をいう一連の流れを
体系化したものです。 

新技術の峻別による有用な新技術の活用促進
と技術のスパイラルアップを目的として、国
土交通省では平成 18 年 8 月より、事後評価
に重点をおいた「公共工事等における新技術
活用システム」を本格運用しています。 

 

 

Point1 

Point2 

(1) 試行申請型

事後評価未実施のNETIS登録技術を対象に、

NETIS申請者の申請に基づき、事前審査の結果

などを踏まえて活用を行う型

(2) 発注者指定型

現場・行政ニーズを満たすNETIS登録技術を対象

に技術の適用範囲・活用効果等の確認、活用の促

進を目的として、発注者が当該技術を指定して

活用を行う型

(3) 施工者希望型
総合評価落札方式における技術提案に基づき施工

者がNETIS登録技術の活用を行う型

(4) フィールド提供型

現場・行政ニーズを基に設定された技術の実証現

場・技術要件を指定してNETIS登録技術を公募

し、発注者が技術を指定して活用を行う型

(5) テーマ設定型

現場・行政ニーズを基に設定された技術テーマに

ついてNETIS登録技術を公募し、発注者が技術を

指定して活用を行う型



 

 

  



 

 

Ⅴ．「良好な港湾環境の形成」のための技術開発

（１）沿岸生態系の形成と活用、（２）海域地形の保全、
（３）海上流出油等への対応の安全・安心の確保のための技術

Ⅳ．「海洋立国の実現に向けた海洋政策の推進」のための技術開発

（１）特定離島等における円滑な港湾利用
（２）海洋の開発を支援するインフラ技術

Ⅲ.「    型社会に対応した効率的･効果的な事業の実施」のための技術開発

（１）インフラのライフサイクルマネジメント
（２）建設副産物等の有効活用
（３）効率的・効果的な施工等の実施

Ⅱ．産業の国際競争力と国民生活を支えるための技術

（１）国際コンテナ戦略港湾等の機能強化、（２）効率的な国際物流体系の構築

（３）需要予測や政策評価のための技術、（４）物流の将来の動向を見据えた新技術

Ⅰ．「国民の安全・安心の確保」のための技術開発

（１）地震災害の軽減、（２）津波災害の軽減、（３）高潮・高波災害の軽減

（４）発災後の早期復旧、（５）港湾における保安・安全対策

中国地方の目指すべき「港」の姿

①地域の安全・安心、発展と人々の交流を支える「みなと」づくり ②集中する臨海産業・物流と人流を支える「みなと」づくり

③海域や資源を有効に利用し、環境と調和した「みなと」づくり

港湾局策定計画における
5つの重点技術開発分野

中国地方の港湾における
分野毎の技術開発の取り組み

 偶発波浪等に対する港湾整備事業への技術支援

（防波堤の予防保全対策、高潮・高波災害の軽減技術の研究）

 救援物資の円滑な積込・積卸、迅速な航路啓開

 大水深等における効率的な施工技術の研究

 再生可能エネルギーの利活用を推進する技術の開発

 建設リサイクル材を積極活用した生物共生型港湾構造物の高度化

 清掃船による効率的なゴミ等回収技術の開発

 浮泥埋没抑制と施設機能維持技術の研究

 高度な浚渫技術・施工管理による省力化（i-Constructionの推進）

 既存港湾施設の延命・改良・維持管理への技術支援

 浚渫土砂やリサイクル材の活用と適用範囲の拡大

 浚渫土砂等の有効活用による環境改善

 浚渫土砂等を活用したコスト縮減潜堤

基本理念を踏襲

開発成果

技術開発行動計画の主旨と位置付け

 中国地方で実施中の港湾直轄16事業は、地域経済にとって重要
※「防災・減災、国土強靱化のための緊急対策事業」、「国際バルク戦略港湾政策に基づく事業」、「ふ頭再編事業」 等（令和元年現在）

 一方、我が国が人口減少時代を迎える中で、持続的かつ力強い経済成長を実現するためには、労働者の減少を上回る生産性の向上が必
要不可欠

 こうした状況を踏まえ、事業実施上の課題に対して、効率的・効果的な技術開発を行って事業の円滑な実施を図るため、技術面からの行動
計画として位置づけ

～技術で開く明日へのプロジェクト～

中国地方の港湾の現状

 瀬戸内海側と日本海側（自然条件、社会・経済条件の異なった場所）に立地

 瀬戸内海側の港湾：海運の優位性を活かし、（鉄鋼、造船、化学、機械など）基幹産業の一大集積地として我が国の高度成長を支えて
きた

 日本海側の港湾：石材・砂等の建設資材やエネルギー供給拠点として地域経済を支えてきた

中国地方の港湾を取り巻く社会情勢の変化

 21世紀から20年が経過し、（産業の担い手不足、災害リスクの増大、社会インフラの老朽化・陳腐化など）我が国を取り巻く時代の潮流
が大きく転換しつつある。

 その中で、対岸諸国の著しい経済発展を取り込むこと、他の地域との交流人口を増大させるという視点が益々重要。

 陸上交通に関しては、高速交通ネットワークの進展により、日本海側と太平洋側地域が直結し、中四国地域間の接近性・連結性が本格
的に高まる時代が到来。

中国地方の港湾が抱える課題

 このような中、企業間の連携による大型船を活用した効率的な海上輸送網の形成を目的とした国際バルク戦略港湾政策の推進により、
基幹産業の競争力強化を図る必要がある。

 ふ頭再編事業等の港湾整備を推進し、国内の産業競争力を向上させるとともに、個性ある地域づくりの一環として、「みなとオアシス」の
指定やクルーズ船の受け入れによる交流人口を増大させること、沿岸地域の環境保全に貢献することなど、中国地方のさらなる発展を
図る拠点として港湾の役割は益々高まっている。

港湾施策に関する技術開発の必要性

 国際競争力の強化、国民生活の質の向上と安全の確保に資する港湾整備事業を進めるにあたり、持続的に技術開発を進めることが求
められている。 このような状況を踏まえ、

① 本省港湾局 ：「技術開発行動計画」を策定 （平成28年度～概ね7カ年）
② 中国地方整備局港湾空港部：「中国地方の港湾の技術開発にかかる行動計画」を策定 （平成30年度～令和4年度）

※中国地方の港湾の持続・発展を実現するために必要な港湾の技術開発の方向性と推進方策

・「中国地方における港湾の技術開発に係る行動計画」 
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中国地方における港湾の技術開発に係る行動計画 



 

 

 

（アクションプラン）の全体像 
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